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１. 16年  2月期の連結業績（平成 15年 3月 1日 ～ 平成 16年 2月 29日）
(1)連結経営成績 (百万円未満切捨)

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年  2月期 375,280 △ 2.3 2,414 △ 16.3 2,345 △ 7.7

15年  2月期 384,063 △ 4.9 2,883 △ 8.4 2,542 △ 3.4

            当期純利益 １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年  2月期 △ 8,462 - △ 50.38 - △ 13.7 1.0 0.6

15年  2月期 4,933 - 29.14 28.02 7.7 1.1 0.7
(注)①持分法投資損益 16年  2月期         93 百万円      15年  2月期        130 百万円
     ②期中平均株式数（連結）        　16年  2月期   167,972,197 株    　15年  2月期    169,282,551 株
     ③会計処理の方法の変更 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年  2月期 224,549 57,249 25.5 341.62

15年  2月期 230,491 66,302 28.8 394.11

(注)期末発行済株式数（連結） 16年  2月期   167,573,673 株　　　15年  2月期    168,228,960 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

16年  2月期 8,097 3,839 △ 6,129 19,736

15年  2月期 8,380 △ 3,148 △ 12,515 13,925

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  18　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　3　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0　社  （除外）0　社   持分法（新規）0　社  （除外）　1　社

２. 17年  2月期の連結業績予想（ 平成 16年 3月 1日  ～  平成 17年 2月 28日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 営　業　利　益 　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

中間期 175,000 △ 3.3 2,600 148.3 2,300 103.2 3,000 362.2

通　　期 350,000 △ 6.7 5,200 115.4 4,600 96.2 4,000 -
(注)売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期(対前年中間）増減率
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     23 円  87 銭

(注)上記の予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって
     予想数値と異なる可能性があります。
     なお、上記業績予想につきましては、添付資料の 9 ページを参照してください。
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８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

９．１株当たり当期純利益に関する会計基準

当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準 （企業会計基準第２号）および「１株当たり」

当期純利益に関する会計基準の適用指針 （企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。」

この変更に伴う影響は軽微であります。
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連結貸借対照表関係注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 117,654百万円

２．担保に供している資産

建 物 2,873百万円

土 地 6,738百万円

機械及び装置 68百万円

投資有価証券 59百万円

３．保証債務残高 270百万円

４．受取手形割引高 713百万円

５．自己株式の数 普通株式 3,285,231株

連結キャッシュ・フロー計算書関係注記

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

平成16年2月29日現在

現金及び預金勘定 19,802百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 116百万円

現金及び現金同等物の範囲に含めた有価証券 50百万円

現金及び現金同等物の期末残高 19,736百万円

２．従来 「保証金の返還による収入 （前連結会計年度 182百万円）は、投資活動によるキャッシュ、 」

・フローの「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度から区分掲記しております。
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リース取引に関する注記

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1) 借手側

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

（単位 百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度

取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高
累 計 額 累 計 額

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

有形固定資産・その他

(機械装置及び運搬具等)
684 379 305 748 329 418

② 未経過リース料期末残高相当額

（単位 百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度

１ 年 内 101 131

１ 年 超 203 287

合 計 305 418

（注）取得価額相当額および未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める

未経過リース料期末残高の割合が低いため 「支払利子込み法」により算定しております。、

③ 支払リース料および減価償却費相当額

（単位 百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度

支 払 リ ー ス 料 131 143

減価償却費相当額 131 143

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(2) 貸手側

① リース物件の取得価額、減価償却累計額および期末残高

（単位 百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度

取得価額 期末残高 取得価額 期末残高
減価償却 減価償却
累 計 額 累 計 額

有形固定資産・その他

(機械装置及び運搬具等)
201 91 109 224 130 94
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② 未経過リース料期末残高相当額

（単位 百万円）
当連結会計年度 前連結会計年度

１ 年 内 34 34

１ 年 超 74 59

合 計 109 94

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高および見積残存価額の合計額が、
営業債権の期末残高等に占める割合が低いため 「受取利子込み法」により算定しております。、

③ 受取リース料および減価償却費

（単位 百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
受 取 リ ー ス 料 37 44

減 価 償 却 費 37 44

２．オペレーティング・リース取引

(1) 借手側

未経過支払リース料

（単位 百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度

１ 年 内 789 540

１ 年 超 8,684 1,513

合 計 9,473 2,054

(2) 貸手側
未経過受取リース料

（単位 百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度

１ 年 内 609 276

１ 年 2,030 592超

合 計 2,640 869
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有価証券関係

１．その他有価証券で時価のあるもの
（単位 百万円）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度
(平成16年2月29日現在) (平成15年2月28日現在)
連結貸借 連結貸借

取得原価 対 照 表 差 額 取得原価 対 照 表 差 額
計 上 額 計 上 額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの
株 式 1,327 3,716 2,389 962 2,709 1,746
債 券 60 60 0 60 60 0
そ の 他 － － － － － －
小 計 1,388 3,777 2,389 1,022 2,769 1,746

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの
株 式 129 111 △18 552 478 △74
債 券 － － － － － －
そ の 他 5 5 △0 5 5 △0
小 計 135 117 △18 558 483 △75
合 計 1,523 3,894 2,370 1,581 3,253 1,671

２．時価評価されていない主な有価証券
（単位 百万円）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度
(平成16年2月29日現在) (平成15年2月28日現在)
連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

そ の 他 有 価 証 券
非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,512 2,459
マネー・マネージメント・ファンド等 50 50
合 計 2,563 2,509

デリバティブ取引関係

当連結会計年度および前連結会計年度において、当社グループで行っているデリバティブ取引は、全て

ヘッジ会計が適用されているため、記載しておりません。
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税効果会計関係
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当 連 結 会 計 年 度

（平成１６年２月２９日現在）

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額 3 6 6 百万円

賞 与 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額 5 4 2

退職給付引当金繰入限度超過額 8,2 7 6

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1 4 4

店 舗 閉 鎖 関 連 損 失 3,2 3 5

投 資 損 失 引 当 金 6 7 9

た な 卸 資 産 評 価 損 3 1 4

会 員 権 評 価 損 1 2 4

税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 4,3 3 7

固 定 資 産 未 実 現 利 益 2 7 6

そ の 他 5,0 6 3

繰 延 税 金 資 産 小 計 2 3,3 6 3

評 価 性 引 当 額 △ 4,7 9 9

繰 延 税 金 資 産 合 計 1 8,5 6 3

繰 延 税 金 負 債

圧 縮 積 立 金 等 △ 4,3 7 9

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ 9 6 3

繰 延 税 金 負 債 合 計 △ 5,3 4 2

繰 延 税 金 資 産の純額 1 3,2 2 0

平成１６年２月２９日現在の繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。

流動資産 － 繰延税金資産 5,1 1 1 百万円

固定資産 － 繰延税金資産 8,2 9 8

固定負債 － 繰延税金負債 △ 1 8 9

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

３ 「地方税法等の一部を改正する法律」が平成１５年３月３１日に公布されたことに伴い、当連結会．

計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成１７年３月１日以

降解消が見込まれるものについては前連結会計年度の42.0％から40.6％へ変更しております。これ

に伴い、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は 288百万円減少し、当連結

会計年度に計上された法人税等調整額は 321百万円増加しております。
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退職給付関係
（単位 百万円）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

（平成15年3月1日～平成16年2月29日） （平成14年3月1日～平成15年2月28日）

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要

当社および連結子会社は、確定給付型の制度と 当社および連結子会社は、確定給付型の制度と

して、厚生年金基金制度、適格退職年金制度お して、厚生年金基金制度、適格退職年金制度お

よび退職一時金制度を設けております。 よび退職一時金制度を設けております。

なお、当社は退職給付信託を設定しております。 なお、当社は退職給付信託を設定しております。

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項

（平成16年2月29日現在） （平成15年2月28日現在）

①退職給付債務 △59,758 ①退職給付債務 △60,523

②年金資産 16,840 ②年金資産 13,856

③退職給付信託 24,021 ③退職給付信託 13,942

④未積立退職給付債務（①＋②＋③） △18,896 ④未積立退職給付債務（①＋②＋③） △32,724

⑤会計基準変更時差異の未処理額 237 ⑤会計基準変更時差異の未処理額 256

⑥未認識過去勤務債務 △1,344 ⑥未認識数理計算上の差異 19,711

⑦未認識数理計算上の差異 7,860 ⑦連結貸借対照表計上額純額（④＋⑤＋⑥）

⑧連結貸借対照表計上額純額（④＋⑤＋⑥＋⑦） △12,755

△12,143 ⑧前払年金費用 8,202

⑨前払年金費用 7,250 ⑨退職給付引当金（⑦－⑧） △20,958

⑩退職給付引当金（⑧－⑨） △19,393 (注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定

(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定 にあたり、簡便法を採用しております。

にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項

①勤務費用 1,811 ①勤務費用 2,186

②利息費用 1,433 ②利息費用 2,019

③期待運用収益 △449 ③期待運用収益 △795

④会計基準変更時差異の費用処理額 19 ④会計基準変更時差異の費用処理額 19

⑤過去勤務債務の費用処理額 △53 ⑤数理計算上の差異の費用処理額 804

⑥数理計算上の差異の費用処理額 1,575 ⑥退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） 4,235

⑦退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥） (注) 1. 勤務費用は、厚生年金基金に対する従業

4,337 員掛金拠出額を控除しております。

(注) 1. 上記退職給付費用以外にその他の退職給 2. 簡便法を採用している連結子会社の退職

付費用として割増退職金 61百万円を支 給付費用は、勤務費用に計上しており

払っております。 ます。

2. 勤務費用は、厚生年金基金に対する従業

員掛金拠出額を控除しております。
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当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

（平成15年3月1日～平成16年2月29日） （平成14年3月1日～平成15年2月28日）

3. 簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、勤務費用に計上しており

ます。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 ①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 ２．０％ ②割引率 ２．５％

③期待運用収益率 主として２．５％ ③期待運用収益率 主として２．５％

④数理計算上の差異の処理年数 ④数理計算上の差異の処理年数

主として１３年 主として１３年

⑤会計基準変更時差異の処理年数 ⑤会計基準変更時差異の処理年数

一部の連結子会社を除き、 一部の連結子会社を除き、

会計基準変更時に一括費 会計基準変更時に一括費

用処理しております。 用処理しております。
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セ グ メ ン ト 情 報

１．事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度（平成１５年３月１日～１６年２月２９日）
（単位 百万円）

百貨店業 計 連 結
ｽ ｰ ﾊ ﾟ ｰ 繊維製品 家具類 不動産 その他 消 去

ﾏｰｹｯﾄ業 卸 売 業 製造業 賃貸業 の事業 又は全社

Ⅰ 売上高及び営業損益

売 上 高

(1)外部顧客に対する
334,445 27,689 7,378 2,921 1,835 1,009 375,280 － 375,280

売 上 高

(2)セグメント間の内部
684 25 254 3,547 198 1 4,712 ( 4,712) －

売上高又は振替高

計 335,130 27,714 7,633 6,469 2,034 1,010 379,993 ( 4,712) 375,280

営 業 費 用 333,903 27,847 7,686 6,321 817 972 377,548 ( 4,682) 372,866

営 業 利 益 1,226 △ 132 △ 53 148 1,217 38 2,444 ( 30) 2,414

Ⅱ資産、減価償却費

及び資本的支出

資 産 200,892 8,149 5,360 2,927 14,187 1,090 232,608 ( 8,059) 224,549

減 価 償 却 費 5,647 214 30 19 255 34 6,201 ( 105) 6,096

資 本 的 支 出 9,594 335 0 42 42 12 10,028 ( 192) 9,836

前連結会計年度（平成１４年３月１日～１５年２月２８日）
（単位 百万円）

百貨店業 計 連 結
ｽ ｰ ﾊ ﾟ ｰ 繊維製品 家具類 不動産 その他 消 去

ﾏｰｹｯﾄ業 卸 売 業 製造業 賃貸業 の事業 又は全社

Ⅰ 売上高及び営業損益

売 上 高

(1)外部顧客に対する
338,957 30,058 9,177 2,899 1,878 1,092 384,063 － 384,063

売 上 高

(2)セグメント間の内部
690 33 429 2,521 165 1 3,840 ( 3,840) －

売上高又は振替高

計 339,647 30,091 9,607 5,420 2,044 1,093 387,904 ( 3,840) 384,063

営 業 費 用 338,012 30,005 9,632 5,510 848 1,044 385,053 ( 3,872) 381,180

営 業 利 益 1,635 86 △ 24 △ 90 1,196 48 2,851 32 2,883

Ⅱ資産、減価償却費

及び資本的支出

資 産 199,847 8,384 8,030 3,520 14,210 1,297 235,291 ( 4,800) 230,491

減 価 償 却 費 5,658 210 37 21 238 33 6,200 ( 111) 6,089

資 本 的 支 出 6,714 246 0 31 7 55 7,055 ( 79) 6,976
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（注）1. 事業区分は、日本標準産業分類を基準に事業内容を勘案し、百貨店業（衣料品、身の回り

品、家庭用品、食料品、雑貨等の販売 、スーパーマーケット業（食料品、家庭用品等の）

販売 、繊維製品卸売業、家具類製造業、不動産賃貸業およびその他の事業に区分してお）

ります。

2. その他の事業の内容は、クリーニング業、保険代理業等であります。

3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。

4. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額はありません。

5. 当連結会計年度における百貨店業の減価償却費には、特別損失に計上した大阪店およびく

ずは店の臨時償却 2,191百万円は含まれておりません。

２．所在地別セグメント情報

当連結会計年度および前連結会計年度における所在地別セグメント情報は、全セグメントの売上高の

合計額および資産の金額の合計額に占める本国の割合が、いずれも９０％を超えているため、記載を

省略しております。

３．海外売上高

当連結会計年度および前連結会計年度における海外売上高が、連結売上高の１０％未満であるため記

載を省略しております。

関連当事者との取引

該当事項はありません。


